
 

 

（別紙） 

「電気通信事業法第 27 条の３等の運用に関するガイドライン」改正案 

に対する意見募集結果 

 

■ 意見募集期間 ： 2022 年１月 18 日（火）から 2022 年２月 16 日（水）まで 

■ 意見提出件数 ： ４件 （法人・団体：２件、個人：２件） 

■ 意 見 提 出 者 ：                                              （意見受付順、敬称略） 

 意見提出者 

１ 楽天モバイル株式会社 

２ ＫＤＤＩ株式会社 

－ 個人（２件） 
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は、同様の移行施策を実施することができません。 

これは、自社の３Ｇ契約者がいない場合には、他社の３Ｇ契約者からの新規契約（ＭＮＰ）の

みを条件とした通信料金の割引となり、電気通信事業法第２７条の３等の運用に関するガイドラ

イン違反（電気通信事業法第２９条第１項第５号に該当する可能性）となるためです。 

上述の追加的措置をとることで、３Ｇ契約者にとっては移行先の検討の選択肢が増え、また、

自社の３Ｇサービスの提供有無による事業者間の規律の差異が解消され、公正競争環境が整

うことで、改正法に適合する契約への移行を促進する政策目的の実現にも資すると考えます。 

追加的措置をとらない場合は、各社の３Ｇサービスの提供有無に起因して、３Ｇ契約者は、現

に３Ｇサービスを提供している事業者が実施する移行施策しか実質的に選択できず、移行先の

検討の選択肢が制限される問題が生じることで、改正法に適合した契約への移行が進展せ

ず、長期にわたり改正法に適合しない契約が続くおそれ生じると考えます。                              

 【ＫＤＤＩ株式会社】 

 


